
 

 

北見市における景気動向調査報告書 
< 第 Ⅰ 四 半 期 > 

 

北 見 商 工 会 議 所 

 

Ⅰ．調 査 要 領 

 

１．調査時点及び調査対象期間 

（１）調 査 時 点       令和８年７月２１日 

（２）調査対象期間 令和８年４月～６月期実績および令和８年７月～９月期見通しについて調査した。 

２．調 査 対 象             

  北見市に所在する企業を対象に、製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種１５０社 

 をインターネット（Google forms）、FAXにより調査した。 

３．回 収 状 況             

 

     企業数 

業 種 
対象企業数 回答企業数 回 答 率 

製 造 業 ３０社 ２４社 ８０．０％ 

建 設 業 ３０社 ２８社 ９３．３％ 

卸 売 業 ３０社 ２５社 ８３．３％ 

小 売 業 ３５社 ２６社 ７４．３％ 

サービス業 ２５社 １７社 ６８．０％ 

合   計 １５０社 １２０社 ８０．０％ 

 

注）本調査結果の中で、Ｄ・Ｉ値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）で 

 好転企業割合から悪化企業割合を差し引いた値を示す 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



 

 

Ⅱ . 概   況 

 

《 全 体 の 動 き 》 

 

 令和８年度第Ⅰ四半期<４月～６月>の北見市における業況は、前年比で「好転企業」２５．８％、「悪

化企業」４５．０％、「好転」から「悪化」を差し引いたＤ・Ｉ値は△１９．２となっています。 

前年同期（△１２．７）との比較では６.５ポイントの悪化を示しました。また、前期調査<令和７年

度第Ⅳ四半期>と比較してみると前期△５.０→今期△１９．２と１４．２ポイントの悪化を示していま

す。 

 今回の業況を業種別で見ると、製造業Ｄ・Ｉ値△３７．５、建設業△１４．３、卸売業△２４．０、

小売業３.９、サービス業△２９．４となっており、前年同期調査と比較すると、小売業で３０．０ポイ

ントと大幅に好転を示した一方で、製造業３２．５ポイント、サービス業で２９．４ポイント、卸売業

で９．７ポイント、建設業１．３ポイントの悪化となりました。 

 来期の見通しを全業種で見ると「好転企業」２０．０％、「悪化企業」４０．０％でＤ・Ｉ値△２０．

０と、前年同期見通し（△１３．６）に比べ６.４ポイントの悪化見通しとなっています。 

 

 

《 業 種 別 の 動 き 》 

     

１）製 造 業        生 産 高        前年比で「増加企業」２０．８％、「減少企業」４５．８％、 

                    Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期（△２５．０）と同じＤ・Ｉ値

となりました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」８.３％、「悪化企業」４５．８％、 

                    Ｄ・Ｉ値△３７．５と前年同期（△５.２）に比べ３２．３ポイ

ントの大幅な悪化となりました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△３３．３（前年同期△５.０）、生産高△３３．

４（同△１０．６）、資金繰り△２９．２（同△４０．０）と、

前年同期に比べ、業況、生産高で悪化、資金繰りで改善の見通

しとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２）建 設 業        完成工事高   前年比で「増加企業」２８．６％、「減少企業」５３．６％、 

                    Ｄ・Ｉ値△２５．０と、前年同期（０.０）に比べ△２５．０ポ

イントの大幅な悪化となりました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」２１．４％、「悪化企業」５０．０％、 

                   Ｄ・Ｉ値△２８．６と、前年同期（△２６．１）に比べ２．５

イントの悪化となりました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１７．８（前年同期△３４．８）、完成工事高

△２５．０（同△３０．４）、資金繰り△１４．３（同△１７．４）と

前年同期に比べ、全ての項目で改善の見通しとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）卸 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」４８．０％、「減少企業」４０．０％、 

                    Ｄ・Ｉ値８．０と前年同期（０．０）に比べ８．０ポイントの好転

となりました。 

 

             採   算   前年比で「好転企業」３６．０％、「悪化企業」４０．０％、 

                    Ｄ・Ｉ値△４．０と前年同期（△４．７）に比べ０．７ポイン

トと、わずかに改善しました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△２０．０（前年同期△２８．６）、売上高△２０．

０（同△１４．３）、資金繰り△１２．０（同０．０）と前年同期に比

べ、業況のみ改善、売上高、資金繰りは悪化の見通しとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４）小 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」３８．５％「減少企業」２６．９％、 

                  Ｄ・Ｉ値１１．６と前年同期（△３４．８）に比べ４６．４ポ

イントの大幅な好転となり、Ｄ・Ｉ値がマイナスからプラスに

転じる結果となりました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」２６．９％「悪化企業」３０．８％、 

                  Ｄ・Ｉ値△３．９と前年同期（△２６．１）から２２．２ポイ

ントの大幅な改善となりました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１１．５（前年同期０．０）、売上高△３．８

（同１７．４）、資金繰り△７．７（同△４．３）と前年同期に

比べ、全ての項目で悪化の見通しとなりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

５）サービス業   売 上 高   前年比で「増加企業」２９．４％、「減少企業」５２．９％、 

                   Ｄ・Ｉ値△２３．５と、前年同期（０．０）に比べ２３．５ポイ

ントの大幅な悪化を示しました。 
 

           採   算    前年比で「好転企業」１１．８％、「悪化企業」５２．９％、 

                   Ｄ・Ｉ値△４１．１と前年同期（△３７．５）に比べ、３．６

ポイントの悪化を示しました。 

 

                     来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１７．７（前年同期６．３）、売上高△２３．

６（同６．３）、資金繰り△２３．５（同△６．２）と前年同期

に比べ、全ての項目で大幅な悪化の見通しとなりました。 
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業 種 別   経 営 上 の 問 題 点            

 
１ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

製 造 業 諸 経 費 増 人 件 費 増 人 材 不 足 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

建 設 業 人 材 不 足 諸 経 費 増 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

卸 売 業 諸 経 費 増 人 材 不 足 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

小 売 業 諸 経 費 増 得 意 先 減 少 人 件 費 増 人 材 不 足 同業者間の競合 

サービス業 諸 経 費 増 人 件 費 増 人 材 不 足 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

合   計 諸 経 費 増 人 件 費 増 人 材 不 足 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

※ 問題点は、各業種とも３つ選択。 

 

全業種でみると、１位「諸経費増」、２位「人件費増」、３位「人材不足」となっており、前年同

期からみると、２位と３位の順位が入れ替わりました。 

また、業種別のトップ回答は前年同期からみると、建設業で「人材不足」が、卸売業で「諸経費

増」が２位から１位へと順位が入れ替わりました。 

  

業 況 

製造業 ⇒ 好転（石材加工、農業用機械） 

        悪化（建具、菓子、麺類、弁当、ビール、一般製材、農業用コンテナ、一般機械 

石灰製品） 

 

建設業 ⇒ 好転（塗装、内装） 

悪化（管工事、リフォーム、舗装） 

 

卸売業 ⇒ 好転（家電、自動車ガラス） 

悪化（米穀、包装資材、機械工具、上下水道資材、医療機器、玩具） 

 

小売業 ⇒ 好転（自動車、菓子、酒類、眼鏡、家電、生花、プロパン・灯油、食品） 

        悪化（教材教具、青果、贈答品、家具、日曜大工、火薬） 

 

サービス業 ⇒ 好転（エステ） 

          悪化（ホテル、写真、建物清掃、床屋、カーリース、ＩＴ） 

 

             （※太字アンダーライン表示は重複該当業種） 

 



 

その他及び具体的な業界の問題点等についての記載事項 

 

【製造業】 

○包装資材の入荷遅れや値上がり等、ナフサ不足の影響が続いている。早めの発注を心掛けてはい

るが、これから繁忙期に入るので販売機会の喪失が懸念される。 

〇仕入れ価格の上昇と人件費の上昇に対し売上があまり上がっていない。 

〇電気料金は経営をかなり圧迫している。デマンド料金を月平均などにして欲しい。 

〇コスト上昇分の価格転嫁が難しい、人件費の上昇による影響が大きい。 

〇働き方改革で、外注が増えて大変 

〇建設関係の工事が急減している為、倒産、廃業せざるを得ない状態に陥るのではと懸念している。

Ｂ．Ｃクラスの小規模な公共工事の発注よって、生活インフラに直結した電気設備、大工、木工、

内装業の仕事が増え、それが防げる手立てになるのではと考えている。 

 

【建設業】 

〇人件費の上昇による影響が心配である。 

〇不景気のためリフォーム工事までのお金がない人が増えている。 

〇材料高騰、材料遅延。 

〇値上がり分の価格転嫁はできているが、完成する建物の価格が高くなりすぎて消費が冷え込む懸

念あり。各労働者の賃金が上昇すれば問題は解決へ向かう。 

〇資材の調達が難しい。（ＬＥＤ照明器具・高圧ケーブル） 

〇原油・原材料価格の変動の影響が大きい。 

〇原材料価格毎月高騰している。 

〇原材料価格・Ａ重油価格が高騰し、今後の高止まりが懸念される。 

 

【卸売業】 

〇ナフサ由来の商品の出荷制限、価格改定による悪影響。 

〇円安が止まらない中、金利上昇や値上げによるコスト増と負担ばかりが大きくなっている。 

〇中東情勢の悪化、為替相場の変動の影響による値上げ、一部商品の欠品、出荷規制。この状況が

続くと秋、春と更なる値上げが続く。 

〇全般的に厳しいです。 

〇コスト上昇分の価格転嫁が出来ていない。 

〇原油・原材料価格の変動の影響。（他１件） 

〇ナフサ等の不足に起因する商品の欠品（ビニール製品等）による販売機会喪失。 

 

【小売業】 

〇消費行動の変化を感じる。小規模小売業の存在意義が薄れてきている。 

〇物価上昇による買い控え。 

〇原油・原材料価格の変動の影響。（他３件） 

〇市中心部の駅前商店街での人の流れが激減しているのも要因の一つだが景気が今一つなのが買い

物客の減少に繋がっていそうな気もして気が気でない。原油・原材料価格の変動は商品の値上げ

に直結している。 

〇原油調達が困難。 

 

 

 

 



 

 

【サービス業】 

〇物価やエネルギー価格の高騰により主に原価仕入れコストが増加している。人材については今ま

での業務体制の見直しをし、業務の効率化に取り組んでいる。無駄な経費の削減と働きやすい職

場（特に若い人に）という二つの目的を持って取り組んでいる。 

〇宿泊税徴収の煩雑さ。使途についての説明が必要。 

〇仕入れ（食材）の価格高騰。 

〇常連さんの減少、キッチンカーまつりや地方お祭りが増えた事によりお客さんの流れが変わって

街中が前年より静かになった気がする。 

〇地場企業の衰退。 

〇人件費、材料費、資材高騰など。 

〇原油・原材料価格の変動の影響。 

 



 

 

価格転嫁に関する実態調査 

  

原材料価格やエネルギー価格の高止まり、賃金引き上げの動向など、中小企業を取り巻

く環境は厳しい状況が続いています。本調査は２０２５年４月に行った調査※に続き、市内

事業者へ「価格転嫁」に関する実態調査をインターネット（Google Forms）、FAXにより

実施しました。【２０２６年７月、回答１２０社】 

 

■ 現在の価格転嫁の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自社の主な商品やサービスにおいて、コスト上昇分を商品価格やサービス料金にどの程

度転嫁できているか調査したところ、「多少なりとも価格転嫁できている」が９６社（８０．

０％）となりました。その内訳をみると「１０割すべて転嫁できている」が１２社（１０．

０％）、「８割以上転嫁」が２２社（１８．３％）、「５割以上８割未満」が３１社（２５．

８％）、「２割以上５割未満」が２０社（１６．７％）、「２割未満」が１１社（９．２％）と

なり、コスト上昇分を多少なりとも販売価格へ転嫁している状況が伺えました。一方で「全

く価格転嫁ができていない」と１３社（１０．８％）が回答した他、「コスト上昇したが、

価格転嫁をするつもりはない」が５社（４．２％）、「分からない」が６社（５．０％）とな

りました。また、「コストは上昇していない」の回答は０件となり、あらゆる業種で価格高

騰が進んでいることが伺えます。 

 

 価格転嫁をしたいと考えている企業（「多少なりとも価格転嫁できている」と「全く価格

転嫁ができていない」）は全体で１０９社（９０．８％）、このうち販売価格への転嫁割合

を示す「価格転嫁率」は５５．１％となり、前回調査より１．２ポイント上昇する結果と

なりました。 

【これはコストが１００円上昇したうち、５５．１円分販売価格に反映できていることを示しています。】 

 ※前回調査 https://kitamicci.or.jp/kcciws/wp-content/uploads/kakakutenkaR6.4.pdf (2025 年 4 月発表) 
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■ 価格転嫁率の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

■ 業種別の価格転嫁率 

 

業種別にみると、小売業、卸売業、製造業については転嫁率が上昇しました。特に卸売

業は、前回から５．３ポイント増加となりました。 

一方で、建設業、サービス業については転嫁率が下降しました。度重なる値上げに対応

しきれていない状況が伺えます。 

 

業種別 価格転嫁率 

業  種（回答社数） 前回調査時 今  回 

小売業（２６社） ６５．０ ６７．１  

卸売業（２５社） ５８．５ ６３．８  

建設業（２８社） ５７．６ ５６．０  

製造業（２４社） ４８．８ ５０．２  

サービス業（１７社） ３２．５ ２９．３  

 

■価格転嫁できない理由について 

  

コスト上昇分を転嫁できない理由を伺いました。 

「受注・客足減など取引への影響が懸念されるため」が３２社、「受注契約時点で当面の

販売価格が定められているため」が１５社、「主要取引先からの理解が得られないため」が

１２社、「その他」で「北見の相場があるため、転嫁できない」といった回答がありました。

「その他」の回答については、後述の価格転嫁に対する記載事項に掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

受注契約時点で当面の販売単価が 
定められているため 

受注・客足減など取引への影響が 
懸念されるため 

主要取引先からの理解が 
得られないため 

コスト上昇分は自社努力で 
対応すべきと考えるため 

その他 （複数回答可） 
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 価格転嫁率は、市内事業者へ初めて調査

を行った２０２３年４月は４５．１％、２０

２４年４月が４９．８％、２０２５年４月が

５３．９％、今回調査が５５．１％と徐々に

価格転嫁が進んでいます。 
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価格転嫁に対する記載事項 

 

価格転嫁で苦慮していること 

○単価を上げると、メーカー販売価格が上がり、購入者が二の足を踏むことが考えられる。 

（製造業） 

○業界としてはある程度足並み揃えて価格転嫁できている風潮。職人不足と仕事量の減少があ

る意味帳尻が合ってきている気がする。多少仕事量が減っても利益率アップを目指すべきだ

と考えている。（建設業） 

○コロナ融資の返済が増えたため簡単に顧客に転嫁できない（建設業） 

○工事落札後に材料費上昇があり対応不可なため（建設業） 

○コロナ禍以降、毎年値上りが続いている。（建設業） 

○価格転嫁により見積書の価格が上昇、競争激化に加え自社施工の場合、工事原価に影響が出

る。（建設業） 

○多少、受注減になっても価格転嫁は強行したいが、先行きが不安。（卸売業） 

○価格転嫁への個々のお客様の考え方が多様化している。（卸売業） 

○競合相手との価格競争。（卸売業） 

○業界全体で一斉に上げなければ難しい。（サービス業） 

○人件費を含む全ての原価が高騰の為、価格に転嫁する事は必要である。フランチャイズ契約

の事業の為にフランチャイザーに認めさせる事に時間を要した。（サービス業） 

○北見の相場がある為、転嫁できない 

○そもそも売上が不足している 

 
 

価格転嫁で工夫していること 

○こういう情勢だからと仕方がないと顧客からの理解は得られているが、ただ単純に値上げを

繰り返すだけだと客離れが起きてしまうので、それに見合う価値の提供を心掛けていきたい

（製造業） 

〇お客様が離れないような価格設定の見極め。（製造業） 

〇何度かに分けて価格転嫁。（製造業） 

○再見積をとる。（建設業） 

○全てのモノが上がっているので、お客様の理解は得られている。しかしサービスの質を落と

さないことがマスト。（卸売業） 

○サービス内容や工類を見直し、価格改定の必要性を丁寧にお客様へ説明し、ご理解いただき、

価格転嫁を実施しました。そのため減少するかもしれない受注を懸念し、今までとは違った

提供方法を考え、理解を得られるように努めました。（サービス業） 

○１人前のポーションを減らすなど（サービス業） 

○価格転嫁というより当社はメーカーが組立・販売している商材を値上げされてくるのであま

り影響は感じません。（小売業） 
 
 


